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岡崎市設計等業務に係るプロポーザル方式等実施要綱

第１章 総則

（目的）

第１条 この要綱は、本市の事務事業のうち、建築設計、土木設計及び建設工事に付随するコンサル

タント業務及びその他業務等（以下「設計等業務」という。）を契約するにあたり、当該業務の目

的及び内容に最も適した受託者を選定するため、公募型設計競技方式、公募型プロポーザル方式、

指名型プロポーザル方式及び簡易型プロポーザル方式（以下「プロポーザル方式等」という。）に

より受託者を選定する場合の手続等の基本的な事項を定める。

（対象業務）

第２条 プロポーザル方式等による受託者選定の対象となる設計等業務は、次の各号のいずれかに該

当するものとする。ただし、特許、著作権、非公開情報等を必要とする業務は、対象としない。

⑴ 記念性又は象徴性を求められるもの 

⑵ 文化性又は芸術性を必要とするもの 

⑶ 高度の専門知識及び技術を要し、かつ、創造性を必要とするもの 

⑷ その性質又は目的が競争入札に適さないもので、提案に基づき実施することが効果的なもの 

⑸ その他市長が適切と認めるもの 

（受託者選定方式の決定）

第３条 前条に該当する設計等業務の受託者の選定は、次の各号のいずれかの方式によるものとし、

いずれの方式によるかは、設計等業務を主管する課等の長（以下「業務主管課長」という。）が決

定する。

⑴ 公募型設計競技方式（受託候補者を公募し、保有技術者の状況及び同種又は類似業務の実績等

を求め、その中から複数の受託候補者を選定して設計案の提出を求め、最もふさわしい設計案を

特定し、その提出者を受託者とする方式）

  ⑵ 公募型プロポーザル方式（受託候補者を公募し、保有技術者の状況及び同種又は類似業務の実

績等を求め、その中から複数の受託候補者を選定して技術提案書の提出を求め、最もふさわしい

受託者を選定する方式）

⑶ 指名型プロポーザル方式（５社程度の受託候補者を指名し、技術提案書の提出を求め、最もふ

さわしい受託者を選定する方式）

⑷ 簡易型プロポーザル方式（３社程度の受託候補者を指名し、技術提案書の提出を求め、最もふ

さわしい受託者を選定する方式）

（実施要領）

第４条 業務主管課長は、プロポーザル方式等により受託者を選定する場合は、設計等業務委託契約

に係るプロポーザル方式等の実施要領（以下「実施要領」という。）を作成する。

２ 前項の規定により定める実施要領には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

⑴ 業務名、業務場所及び業務の概要 

⑵ 参加表明書の様式(公募型設計競技方式又は公募型プロポーザル方式による場合) 

⑶ 参加表明書の提出方法、提出先及び提出期限(公募型設計競技方式又は公募型プロポーザル方式

による場合)

⑷ 設計案又は技術提案書の様式 

⑸ 設計案又は技術提案書を特定するための評価基準及び配点基準 

⑹ 設計案又は技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限 

⑺ 設計案又は技術提案説明会の日時及び場所（説明会を開催する場合） 

⑻ 選定委員 

⑼ その他必要と認める事項 

（選定委員会）
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第５条 業務主管課長は、プロポーザル方式等により受託者を選定する場合は、設計等業務ごとに設

計等業務委託受託者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置するものとする。

２ 選定委員会は、次の事項を所掌するものとする。

⑴ 実施要領に関する審議 

⑵ 参加表明者の中から設計案の提出者の選定(公募型設計競技方式による場合) 

⑶ 参加表明者の中から技術提案書の提出者の選定（公募型プロポーザル方式による場合) 

⑷ 受託候補者の指名（指名型プロポーザル方式又は簡易型プロポーザル方式による場合) 

⑸ 設計案又は技術提案書の審査及び特定 

３ 選定委員会は、委員長及び委員をもって組織し、７人以内とする。

４ 公募型設計競技方式、公募型プロポーザル方式又は指名型プロポーザル方式による場合は、２人

以上の学識経験者等を入れなければならないものとする。ただし、公募型設計競技方式及び公募型

プロポーザル方式については、業務の特性に応じ学識経験者等を入れる必要が無いと判断した場合

は、この限りではない。

５ 選定委員会は、委員長が招集する。

６ 選定委員会は､委員長を含む委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

７ 選定委員会の議事は、委員長を含む出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決す

るところによる。

８ 委員長は、業務の特性に応じ選定委員会を開催する必要が無いと判断した場合においては、委員

に回議を以て決することができる。

９ 選定委員会で決定した内容は、原則として、公表するものとする。

10 選定委員会に係る事務は、業務主管課において行うものとする。

（審議結果）

第６条 業務主管課長は、第５条第２項第１号及び第４号に規定する審議結果を、入札参加者審査委

員会に提出し、承認を得なければならない。ただし、予算額が500万円未満の場合は、この限りで

はない。

（審査結果）

第７条 業務主管課長は、第５条第２項第２号、第３号及び第５号に規定する審査結果を、入札参加

者審査委員会に報告しなければならない。ただし、予算額が500万円未満の場合は、この限りでは

ない。

（価格評価）

第８条 プロポーザル方式等では原則として、価格点は評価しないものとするが、評価を必要とする

場合は、その割合を全体の20％以下とする。

第２章 公募型設計競技方式

（公告）

第９条 公募型設計競技方式により受託者を選定する場合は、市長は、次に掲げる事項を公告するも

のとする。

⑴ 第４条第２項の各号に掲げる事項 

⑵ 参加資格要件 

⑶ 設計競技方式による選考対象業務であること。 

⑷ その他市長が必要と認める事項 

（参加表明書の提出等）

第10条 市長は、公募型設計競技方式による選定に参加しようとする者に対して、実施要領に定める

ところにより、次に掲げる内容の参加表明書を提出させるものとする。

⑴ 保有する技術者の状況 

⑵ 同種又は類似の業務の実績 

⑶ 当該業務の実施体制 
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⑷ その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の参加表明書の提出があったときは、第５条に規定する選定委員会に諮って、参加

表明書の提出者の中から設計案の提出を求める者の選定をするものとする。ただし、業務の特性に

応じ、選定委員会での選定が必要ないと判断した場合は、業務主管課において、参加資格を満たす

ものであるかを審査するものとする。

３ 市長は、前項の選定の結果を参加表明書提出者全員に通知するものとする。この場合において、

設計案の提出者として選定しなかった者に対しては、理由を付して通知するものとする。

（設計案の提出）

第11条 前条第２項の規定により設計案の提出者として選定された者は、実施要領に定めるところに

より、設計案を提出しなければならない。

（設計案の特定等）

第12条 市長は、前条の規定により提出された設計案について、第５条に規定する選定委員会に諮っ

て、最適なものを特定するものとする。

２ 市長は、前項の結果を設計案の提出者全員に通知するものとする。この場合において、設計案を

特定しなかった者に対しては、理由を付して通知するものとする。

第３章 公募型プロポーザル方式

（公告）

第13条 公募型プロポーザル方式により受託者を選定する場合は、市長は、次に掲げる事項を公告す

るものとする。

⑴ 第４条第２項の各号に掲げる事項 

⑵ 参加資格要件 

⑶ プロポーザル方式による選考対象業務であること。 

⑷ その他市長が必要と認める事項 

（参加表明書の提出等）

第14条 市長は、公募型プロポーザル方式による選定に参加しようとする者に対して、実施要領に定

めるところにより、次に掲げる内容の参加表明書を提出させるものとする。

⑴ 保有する技術者の状況 

⑵ 同種又は類似の業務の実績 

⑶ 当該業務の実施体制 

⑷ その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の参加表明書の提出があったときは、第５条に規定する選定委員会に諮って、参加

表明書の提出者の中から技術提案書の提出を求める者の選定をするものとする。ただし、業務の特

性に応じ、選定委員会での選定が必要ないと判断した場合は、業務主管課において、参加資格を満

たすものであるかを審査するものとする。

３ 市長は、前項の選定の結果を参加表明書提出者全員に通知するものとする。この場合において、

技術提案書の提出者として選定しなかった者に対しては、理由を付して通知するものとする。

（技術提案書の提出）

第15条 前条第２項の規定により技術提案書の提出者として選定された者は、実施要領に定めるとこ

ろにより、技術提案書を提出しなければならない。

（技術提案書の特定等）

第16条 市長は、前条の規定により提出された技術提案書について、第５条に規定する選定委員会に

諮って、最適なものを特定するものとする。

２ 市長は、前項の結果を技術提案書の提出者全員に通知するものとする。この場合において、技術

提案書を特定しなかった者に対しては、理由を付して通知するものとする。

第４章 指名型プロポーザル方式又は簡易型プロポーザル方式
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（指名通知）

第17条 指名型プロポーザル方式又は簡易型プロポーザル方式により受託者を選定する場合は、市長

は、次に掲げる事項を指名通知書に記載するものとする。

⑴ 第４条第２項の各号に掲げる事項 

⑵ プロポーザル方式による選考対象業務であること。 

⑶ その他市長が必要と認める事項 

（技術提案書の提出）

第18条 技術提案書の提出者として指名された者は、実施要領に定めるところにより、技術提案書を

提出しなければならない。

（技術提案書の特定等）

第19条 市長は、前条の規定により提出された技術提案書について、第５条に規定する選定委員会に

諮って、最適なものを特定するものとする。

２ 市長は、前項の結果を技術提案書の提出者全員に通知するものとする。この場合において、技術

提案書を特定しなかった者に対しては、理由を付して通知するものとする。

附 則

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。


